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１　これまでの定員管理の状況

①部門別職員数の推移

②前定員適正化計画の目標

　平成２３年３月に策定した定員適正化計画においては、計画最終年度（平成２７年度）の
職員数について、１２５人（一般行政８５人、特別行政２１人、公営企業等１９人）として
おり、計画に基づき技能労務職の退職者不補充や、事務の合理化・簡素化の推進、民間委託
の推進及び新規採用職員の抑制等に努め定員管理を行い、平成２５年度までは目標職員数ど
おりとなっていましたが、平成２６年度において新庁舎の建設や新名神・山手線の建設等行
政課題に対応した組織の構築を行いました。
　この結果、平成２６年度の職員数については１２９人（一般行政８９人、特別行政２２
人、公営企業等１８人）になり、全体における定員適正化計画数においては＋４人という状
況となり、平成３２年の新庁舎竣工を見据え計画の見直しが必要となってきました。
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２　職員数等の現状

①職員の年齢構成分布 平成26年4月1日現在／合計129人

②職員数の推移 毎年度4月1日現在の職員数

③職員人件費の推移（普通会計ベース） 毎年度決算額／単位千円

④退職と採用の状況

（１）これまでの退職者 毎年度３月末現在の退職者

（２）これまでの採用者 毎年度４月現在採用者

（３）今後の定年退職予定
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３　職員数の適正分析と検証

①類似団体別職員数による分析

宇治田原町の類型

Ⅱ-2（人口5,000人～10,000人、産業構造Ⅱ次・Ⅲ次80％以上かつⅢ次55％以上）

※単純値は全類似団体で算出した平均職員数、修正値は職員配置が行われている団体の平均職員数。
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　現在の職員数の適正性について、総務省から提供されている客観的な参考指標「類似団体
別職員数」「定員回帰指標」を活用し、さらには府内市町村定員状況を用い、分析と検証を
行うこととします。
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　すべての市区町村を対象にして、その人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）の
２つの要素を基準として、いくつかのグループに分け、グループに属する市区町村の職
員数と人口をそれぞれ合計して、グループごとに人口１万人当たりの職員数を算出し、
そのグループを類似団体として職員数の比較をするものです。
　なお、他の市町村との比較を行う観点から、実施している事業にばらつきがある公営
企業等会計部門は除外し、普通会計職員数を対象としています。

6

公営企業等計

修正値による比較

① ② ③

単純値による比較

超過数 超過率

（１）平成25年4月1日現在　類似団体別職員数による比較（９２団体）
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②定員回帰指標による分析

定員回帰指標　試算式

試算値　＝　ａＸ1（人口）＋ｂＸ2（面積）＋ｃ（一定値）

a：人口千人当たりの係数　5,000～10,000人　⇒　一般行政：7.7　普通会計：10.3

X1：当該団体の人口（千人）　⇒　9.773人（平成26年4月1日現在）

b：面積1㎢当たりの係数　⇒　一般行政：0.12　普通会計：0.17

X2：当該団体の面積（㎢）　⇒　58.26㎢

c：一定値　⇒　一般行政：4　普通会計：8

（２）平成25年4月1日現在　類似団体別職員数による比較（人口・財政規模同等１６団体）

　人口と面積を用いて、各自治体の職員数との相関関係を回帰分析により算出するもの
で、平均的な職員数を試算することができます。
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　（１）は総務省が示すグループ内の９２団体で比較したものであるが、この９２団体
の中には平成の大合併により適正な職員数への是正途上の町村や、離島町村も含まれて
いることから、（２）ではその９２団体から、本町の人口規模に最も近い町２０団体を
抽出し、そこから平成の大合併町村や離島など本町の条件と大きく異なる（標準財政規
模が1.5倍を超える）町４団体を除き、１６団体の平均値を算出しました。
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【一般行政（教育と公営企業等会計を除いた部門）職員数試算】

7.7　×　9.773　＋　0.12　×　58.26　＋　4　＝　86.2433　≒　86人

（※平成26年度　定員管理調査　一般行政職員数　89人）

【普通会計（公営企業等会計を除いた部門）職員数試算】

10.3　×　9.773　＋　0.17　×　58.26　＋　8　＝　118.5661　≒　119人

（※平成26年度　定員管理調査　一般行政職員数　111人）

③府内市町村との比較

　試算値による職員数と本町実職員数との差は、一般行政部門（教育と公営企業等会計
以外）では3人上回り、普通会計部門（一般行政に教育を加えたもの）では８人下回って
います。
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60.04

52.79

72,114 50.48木津川市 364 69

団体名

区分

737

73 506

亀岡市 469 70

166 1,427 192,188 45.53 65.61

合計

433

宇治市 875 173 213 1,261
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城陽市 295 43 81 37.17

　府内市町村（京都市除く）の人口１万人当たりの職員数（一般行政と普通会計）につ
いて比較すると、全２５市町村中一般行政では１７番目、普通会計では１６番目となっ
ており、町村の部では１１町村中４番目に少ない職員数で行政運営を行っています。
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福知山市 514 73 123 710 547 1,257 81,121 63.36 87.52
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④総括的評価
（１）類似団体別職員数による分析

（２）定員回帰指標による分析

（３）府内市町村との比較

４　新たな定員管理計画
①定員管理の基本的な考え方

（１）行政組織の検証・見直し

（２）民間委託等の推進

（３）新規採用職員の抑制

（４）職員の意識向上と人材育成

（５）多様な任用、勤務形態の活用

　グループ内の９２団体と比較すると、単純値で一般行政１４人、普通会計で１５人下
回っており、修正値では一般行政２２人、普通会計２３人下回っていますが、本町と人
口規模の近い町村１６団体と比較すると、普通会計１０１.85人に対し１０７.98人と
６.11人の超過状態であると判断します。

　本町の一般行政ベース職員数８９人に対して試算値８６人であり、３人の超過状態で
あると判断します。また、特別行政を含む普通会計ベースでは、職員数１１１人に対し
て試算値は１１９人と８人下回っていますが、これは本町が消防職を置いていないた
め、特別行政の消防部門の差によるものと考えられます。

　府内２５市町村（京都市除く）における人口１万人当たり職員数について、町村の部
では１１町村中４番目と少ない職員数の中位に位置するものの、市を加えた全市町村比
較では１６、１７番目と中位から下位に位置しています。

　技能労務職の業務については、引き続きアウトソーシングを推進するとともに、その
他の業務についても、住民サービスの向上とコスト縮減に充分配慮しながら、民間委託
の推進を図っていきます。

　複雑・多様化する住民ニーズや行政課題に弾力的かつ的確に応えながら、質の高い行
政サービスを提供するため、常に組織・機構を検証するとともに、住民にとってわかり
やすく利用しやすい組織・機構を構築します。

　少子・高齢化等の一層の進展や地方分権の推進など社会経済環境の変化に伴い、行政
需要がますます複雑化・高度化する中で、住民福祉の向上のため、限られた人員により
質の高い行政サービスを提供し、新たな行政課題にも適確に対応していくためには、計
画的な職員採用と限られた人的資源の有効活用、また職員の資質の向上を図りながら、
抑制基調の定員管理を継続していく必要があります。

　職員の新規採用は、退職予定者の数や職種等を勘案し、目標職員数を上回らない範囲
で計画的に行います。また、技能労務職については、外部委託による業務の縮小を踏ま
え、今後も退職者の不補充を継続します。

　限られた人員により質の高い行政サービスを提供し、新たな行政課題にも的確に対応
していくためには、職員一人ひとりの資質や意欲の向上が不可欠であるため、今後も更
なる職員研修の充実、人事評価制度の活用により、職員の意識改革も含め、人材の育成
を図っていきます。

　長年培った知識と経験を有効に活かせるよう再任用職員を活用するとともに、新庁舎
建設に伴う窓口業務の充実や迅速化に対応できるよう、定例的な業務や特別な資格が必
要な専門分野については、嘱託職員や臨時職員など多様な任用形態を活用していきま
す。
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②計画期間

　平成２７年度～平成３１年度

③目標職員数

④年度別目標職員数

普通会計

一般行政

特別行政

公営企業等

②退職予定及び採用計画

※

採用予定者数

翌年4月1日職員数

平成３２年４月１日の目標職員数を１３３人とします。

区　　分

合　　計

134 134 133

H26 H27

4月1日職員数

退職予定者数

退職者予定数は当該年度の4月1日から3月31日に退職する者で、採用予定者数は4月2日か
ら翌年度4月1日の間に採用する者であり、退職予定者数は、定年退職者のみの数値であ
る。
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